
２．産業部門 



我が国の産業部門のエネルギー消費状況 

 石油危機以降、GDPは２．５倍に増加したにもかかわらず、産業部門はエネルギー消費量が２割近く減少。 

 １９８０年代初頭まで減少傾向があった後、２０００年頃まで緩やかに増加、２０００年代前半は停滞していた
が、後半に入っていくつかの経済活動が鈍化する要因もあり、減少している。 
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(兆円、2005年価格） （原油換算百万ｋｌ） 

43.0% 
（158百万kL） 

実質GDP 
1973→2013 

2.5倍 

（注１）部門別最終エネルギー消費のうち、業務部門及び産業部門の一部（非製造業、食料品製造業、他業種・中小製造業）については、産業連関表（2005年実績が最新）
及び国民経済計算等から推計した推計値を用いており、統計の技術的な要因から、業務部門における震災以降の短期的な消費の減少は十分に反映されていない。 

（注２） 「総合エネルギー統計」は、2015年の改訂前のデータを使用。（2013年は速報値） 
 【出所】「総合エネルギー統計」、「国民経済計算年報」、「EDMCエネルギー・経済統計要覧」より作成。 

最終エネルギー消費量 
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1.3倍 
2012→2013 

▲0.9% 
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1.8倍 
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産業部門のエネルギー消費状況（全体の状況） 

製造業業種別エネルギー消費 製造業のエネルギー消費原単位の推移 

（注） 
1．原単位は、製造業IIP（付加価値ウェイト）一単位当たりの最終エネルギー消費量
で、1973年度を100とした場合の指数である。 

2.このグラフでは完全に評価されていないが、製造業では廃熱回収等の省エネル
ギー努力も行われている。 

3．「総合エネルギー統計」では、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。 
（出所）（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、資源エネル
ギー庁「総合エネルギー統計」、経済産業省「鉱工業指数」を基に作成 

（注） 
「総合エネルギー統計」では、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。 
化学業のエネルギー消費には、ナフサ等の石油化学製品製造用原料を含む。 
（出所）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成 

 製造業のエネルギー消費原単位（生産一単位当たりの最終エネルギー消費量）は、1973 年度に比べて
2012年度は43％改善。ただし、80年代後半以降は、改善が停滞しており、一層の対策が求められている。 

 業種別にエネルギー消費の構成をみると、素材系産業である鉄鋼、化学、窯業土石（セメント）及び紙パル
プが製造業全体のエネルギー消費の8割弱を占める。 
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産業部門における省エネルギー対策 
主な具体的施策 

・設備の老朽化対策 
・省エネ診断の継続 
・地域の相談窓口の構築(プラットフォーム) 

・支援制度の利便性向上 

・ベンチマーク制度の見直し・拡充 
・ベンチマークと連動した施策体系の構築 

・中長期計画を活用したメリハリのついた規制体系
への転換 
・複数事業者連携の取組を評価する規制の検討 

現状・ボトルネック 
これまでの省エネ努力の結果、近年は
エネルギー効率の改善が停滞  一方、
同業種内で省エネポテンシャルには差
異あり 
 

省エネ投資の意欲はあるが、投資回収
期間の長さがネックとなり、大型設備が
高経年化 
 
これまでの省エネ規制の枠組みにおい
ては、複数事業者が連携した取組みへ
の評価が不十分 
 

中小企業においては、省エネ投資のた
めの資金に限らず、省エネの人材やノ
ウハウが不足 

背景 
構造的課題（中長期） 

・震災後のエネルギー供給構造の変化 
・省エネ効率改善の鈍化 

エネルギーコスト高（短期） 
・企業等の収支を圧迫 
・省エネ設備投資を検討する企業が増加 

日本のエネルギー使用量の４割 2013年：1973年比 0.8倍（2012年比 0.1%増） 

省エネ規制の枠組みの転換を検討すべき 

業種ごとに省エネの遅れている事業者を明確
化し、更なる努力を促すべき 

省エネを実施する能力のない中小企業等に対
してきめ細かなサポートが必要 

・短・中長期の省エネ設備投資支援 
・複数事業者連携の取組の推進策 

省エネ設備投資を検討する企業の投資意欲を
刺激すべき 

施策の成果として進展する
省エネルギー対策 引き続き、エネルギー管理と省エネ対策の実施

を徹底させるべき 
・省エネ法の適正な執行・運用 
・事業者単位規制の徹底 

消費の6割を占める 
エネルギー多消費産業に
対してベンチマーク 
制度を適用 

産業部門の事業者の９割（エ
ネルギー使用量ベース）を省
エネ法で規制 中長期視点から革新的技術を開発していくべき 

・将来を見据えた技術開発プロジェクト支援 

エネルギーマネジメントの徹底により、データを
利活用してソフトの省エネ対策を推進すべき 

・ＦＥＭＳ，ＢＥＭＳ，ＨＥＭＳ等のＥＭＳの普及促進 
・エネルギーマネジメントビジネスの活性化 
・ディマンドリスポンス等の活用 

＜部門横断＞ 

 

【鉄鋼業】 

 ○鉄鋼業の省エネルギー対策 

・電力需要設備効率の改善 

・廃プラスチックの製鉄所でのケミカルリサイクル拡大 

・次世代コークス製造技術（SCOPE21）の導入 

・発電効率の改善 

・省エネ設備の増強 

・革新的製銑プロセス（フェローコークス）の導入 

・環境調和型製鉄プロセス（COURSE50）の導入 

【化学工業】 

 ○化学工業の省エネルギー対策 

・石油化学の省エネプロセス技術の導入 

・その他化学製品の省エネプロセス技術の導入 

・膜による蒸留プロセスの省エネルギー化技術の導入 

・二酸化炭素原料化技術の導入 

・非可食性植物由来原料による化学品製造技術の導入 

・微生物触媒による創電型廃水処理技術の導入 

・密閉型植物工場の導入 

【窯業・土石製品製造業】 

 ○窯業・土石製品製造業の省エネルギー対策 

・従来型省エネルギー技術（排熱発電、スラグ粉砕、 

エアビーム式クーラ、セパレータ改善、竪型石炭ミル）の導入 

・熱エネルギー代替廃棄物（廃プラ等）利用技術の導入 

・革新的セメント製造プロセスの導入 

・ガラス溶融プロセスの導入 

【パルプ・紙・紙加工品製造業】 

 ○パルプ・紙・紙加工品製造業の省エネルギー対策 

・高効率古紙パルプ製造技術の導入 

・高温高圧型黒液回収ボイラの導入  

【業種横断的設備】 

○高効率空調の導入 

○産業用ヒートポンプ（加温・乾燥）の導入 

○産業用照明の導入 

○低炭素工業炉の導入 

○産業用モータの導入 

○高性能ボイラの導入 

【その他】 

○プラスチックのリサイクルフレーク直接利用 

○ハイブリット建機の導入 

【産業部門における徹底的なエネルギー管理の実施】 4 



＜定期報告書記載内容＞ 
 

省エネ措置の取組状況 
 エネルギー消費原単位の推移 
ベンチマーク指標の状況（対象業種のみ） 
 

○判断基準 ：  
事業者の管理体制や個別機器の管理方法に関す
る遵守事項を、判断基準（告示）で規定。 

○ベンチマーク指標と目指すべき水準： 
 現在の設定業種：鉄鋼、電力、セメント、紙、 
  石油精製、化学 
 目指すべき水準：各業界で最も優れた事業者 
            （１～２割）が満たす水準 

○努力目標 ： 年平均１％以上低減 
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公
表
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 事業者から提出された定期報告書の内容に基づき、判断基準の遵守状況やエネルギー消費原単位の改
善状況に問題のある事業者等に対して、省エネの観点から指導等を実施。 

工場等に係る措置概要 

合
理
化
計
画
の 

作
成
・
提
出
指
示 

命令に 
従わない場合 

罰
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出所：平成26年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析調査 

注）電気業における発電用燃料、自家発電用の燃料及び副生エネルギーの販売量を含まない。 

特定事業者等におけるエネルギー使用量及びエネルギー消費原単位の推移 

 エネルギー消費量については、平成23年度以降、僅かながら増加を続けている。平成25年度は、前年度
から若干増加している。 

 エネルギー消費原単位については、業務部門は東日本大震災後の平成23年度以降減少し続けている。
産業部門は震災以降増加が続いていたが、平成25年度は減少に転じた。 
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出所：平成26年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析調査等 
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第一種指定工場の 
業種制限撤廃、 

第二種指定工場創設 

熱・電気一体管理 
（それぞれ1,500kl以上から、 
合計1,500kl以上が対象に） 

事業者単位規制
への移行 
（再指定） 

主要業種におけるエネルギー管理指定工場等単位のエネルギー消費原単位の状況 

 エネルギー消費原単位の変化状況は業種によっても異なっており、エネルギー多消費産業の間でも、15
年度間で約15％の改善～現状維持までと、改善状況には大きな開きがある。 

7 



 特定事業者等は省エネ目標の達成のための設備更新を含む中長期的な（３～５年程度）計
画を毎年作成・提出。 

 平成２６年度提出分においては、産業部門、業務部門とも、高効率照明の導入件数が最
多。 

中長期計画書における省エネ計画の件数（産業部門） 中長期計画書における省エネ計画の件数（業務部門） 
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出所：平成26年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析調査等 

中長期計画書 



エネルギー消費原単位の変化率の分布と業種別の状況 

 エネルギー消費原単位の中長期的な年平均１％以上低減が未達成の事業者は全体の１／３にあたる３８９３社。 

 現状は、これらの事業者の中から特に原単位が大きく増加した事業者を中心に、様々な方法で事情聞き取りを行い、定期報告の記載内容や
判断基準の遵守状況を確認し、指導・助言、報告徴収、立入検査を行う必要性を判断しているところ。 

＜直近５年間におけるエネルギー消費原単位の平均年間変化率別の事業者数＞ 
エネルギー 
消費原単位 

平均年間変化率 

該当事業者数 
（割合※１） 

うち３年間にわたって
原単位が継続的に低

減した事業者数 

うち４年間にわたって
原単位が継続的に低

減した事業者数 

うち５年間にわたって
原単位が継続的に低

減した事業者数 

３年間にわたって原単位が継続的に低減した事業者が 
同業種に占める割合 上位１０業種 ※２ 

（カッコ内は該当事業者数） 

25％以上低減 26  （0.2％） 16 13 11 放送業 60.0% （15社） 
映像・音声・文字情報制作業 59.3% （16社） 

各種商品小売業 54.0% （136社） 
情報サービス業 51.8% （43社） 
飲食料品小売業 50.6% （134社） 

鉄道業 50.0%  （7社） 
宗教 50.0%  （6社） 

家具・装備品製造業 47.1%  （8社） 
銀行業 44.4%  （40社） 

飲食料品卸売業 44.4%  （45社） 

25％～20％低減 40  （0.4％） 27 23 18 

20％～15％低減 77  （0.7％） 49 44 38 

15％～10％低減 315  （3.0％） 202 178 148 

10％～5％低減 1626 （15.3％） 916 819 591 

5％～1％低減 4640 （43.7％） 2006 1579 735 

合計 6724 （63.3％） 3215 2656 1541 

エネルギー 
消費原単位 

平均年間変化率 

該当事業者数 
（割合※１） 

うち３年間にわたって
原単位が継続的に増

加した事業者数 

うち４年間にわたって
原単位が継続的に増

加した事業者数 

うち５年間にわたって
原単位が継続的に増

加した事業者数 

３年間にわたって原単位が継続的に増加した事業者が 
同業種に占める割合 上位１０業種 ※２ 

（カッコ内は該当事業者数） 

1％～0％低減 1212 （11.4％）  234 23 - 鉱業，採石業，砂利採取業 24.2%    （8社） 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 16.6% （48社） 

飲料・たばこ・飼料製造業 16.4% （24社） 
ゴム製品製造業 15.9% （14社） 

化学工業 15.8% （97社） 
窯業・土石製品製造業 15.5% （51社） 

非鉄金属製造業 15.5% （32社） 
電気業 15.4% （10社） 

輸送用機械器具製造業 14.6% （78社） 
学校教育 14.6% （51社） 

0％～5％増加 2262 （21.3％） 710 205 70 

5％～10％増加 291  （2.7％） 142 74 46 

10％～15％増加 68  （0.6％） 42 25 11 

15％～20％増加 29  （0.3％） 18 11 4 

20%以上増加 34  （0.3％） 20 14 9 

合計 3896 （36.7％） 1166 352 140 

改善 

悪化 

省エネ法に基づく平成２６年度提出（平成２５年度実績）分定期報告書より資源エネルギー庁作成 
 ※１ 定期報告において過去５年分のエネルギー消費原単位を報告した事業者を分母とする。 
 ※２ 日本標準産業分類細分類ベース。１０事業者以上が定期報告を行った業種に限る。 9 
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エネルギー管理指定工場等においてエネルギー消費原単位を年平均１％以上改善できなかった理由 

 上記工場等のうち、エネルギー消費原単位を５年度間平均のみならず前年度比でも改善できなかった工
場等についてその理由を部門別にみると、産業部門では、生産量の減少と製品構成の変化等を挙げたも
のが半数を超え、設備に関する要因と合わせて約８割を占める。 

 業務部門では、空調負荷の増加を挙げたものが最も多く、設備要因及び建物利用状況要因とを合わせて
約８割を占める。 

出所：平成26年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析調査 

産業部門 業務部門 

（回答工場数４４６、複数回答） 
（回答工場数２１７、複数回答） 



 事業者が適切に省エネ取組を実施するためには、自らの取組状況を客観的に認識することが重要であり、国としても、事業者の取組状況に
応じて、メリハリのある対応を行うことが重要。 

 これまで、事業者は、省エネ法に基づく指導を受けて初めて自らの取組状況が不十分であることをフィードバックされ、国としても特段の対応
を行ってきたところ。 

 今後は、定期報告の評価フローの中で、省エネ取組状況に応じて事業者をクラス分けし、自らの省エネ取組水準の位置付けを国と共有し、
国はそれぞれのクラスに応じたメリハリのある対応を行うことを検討すべきではないか。 

定期報告の評価フローの明確化 

事
業
者 

定期報告書 
の提出 

経
済
産
業
省 

指
導 

公
表
、
命
令 

 
指
示 

罰
則 

 

指示に 
従わない場合 

命令に 
従わない場合 

取組が著しく 
不十分な場合 

報告内容の評価 
報告徴収・ 

立入検査など 

一般的な事業者 
（10000社程度 中位80％程度） 
一般的な事業者が対象。 
 
 
 
 
 
 
 
【対応】 
従来のとおり。 

省エネ取組が進んでいる事業者 
（1200社程度 上位10％程度） 
一定の水準を上回って省エネ取組進ん
でいる事業者が対象。 
 
【水準案】 
エネルギー消費原単位が５年間にわ
たって継続的に年１％ずつ低減 
 
 
【対応】 
対象事業者について、省エネ取組に積
極的な事業者として経産省ＨＰなどで公
表する。 

省エネ取組に注意を要する事業者 
（50社程度 最下位0.5％程度） 
特に取組が不十分である事業者が対
象。 
 
【水準案】 
左記の省エネ取組が停滞している事業
者の中でも、特に判断基準の遵守状況
が不十分 
 
【対応】 
対象事業者に対し、省エネ法第６条に
基づく指導を行った上で、対象事業者
の傾向を分析し、次年度以降の対応に
フィードバックするほか、必要に応じて
対象事業者のヒアリングを行う。 

省エネ取組が停滞している事業者 
（1200社程度 下位10％程度） 
一定の水準を下回り、省エネ取組が停
滞している事業者が対象。 
 
【水準案】 
エネルギー消費原単位が３年間にわ
たって継続的に増加、かつ、５年間平均
で年１％低減の未達成 
 
【対応】 
対象事業者に対し、注意を促す文書を
送付し、現地調査を重点的に実施する。 

定期報告の評価フロー中の事業者のクラス分け 

ベンチマーク制度の 
目標達成者も該当 

ベンチマーク制度の 
目標達成者は該当しない 

ベンチマーク制度の 
目標達成者は該当しない 11 



 ベンチマーク制度とは、事業者の省エネ状況を絶対値で評価する指標（ベンチマーク指標）を定めることで、事業者の省エネ
取組をより公平に評価する制度であり、エネルギー消費原単位とは別の評価軸から事業者の評価を行うもの。 

 「目指すべき水準（各業界での上位事業者（１～２割）が満たす水準）」を設定し、これを満たす事業者は省エネ優良事業者と
して、定期報告上でプラス評価を行う。 

 なお、目指すべき水準を満たさない事業者には、引き続き従来の評価（エネルギー消費原単位の年平均１％以上低減）が適
用される。 

産業部門のベンチマーク指標（2008～2009年に制定） 

6業種10分野で設定 

ベンチマーク制度の概要 

製造業の約8割をカバー 

鉄  鋼 

30.5% 

化 学 

40.2% 

窯業土石 

8.2% 

紙･パルプ 

5.7% 

非素材系 

15.3% 

2013年度 
5,929（PJ) 

【出所】（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2015」 12 



＜平成２５年度定期報告書（平成２４年度実績）におけるベンチマーク報告結果 平均値の後のかっこ内は前年度値）＞ 

１．高炉による製鉄業 
目指すべき水準： 0.531 kl/t以下 

平均値： 0.590 kl/t（0.590) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
0/4（0％） 

達成事業者： なし 
２．電炉による普通鋼製造業 
目指すべき水準： 0.143 kl/t以下 

平均値： 0.179 kl/t（0.180) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
3/34（8.8％） 

達成事業者： (株)城南製鋼所､(株)ﾄｰｶｲ、
山口鋼業(株) 

３．電炉による特殊鋼製造業 
目指すべき水準： 0.36 kl/t以下 

平均値： 0.61 kl/t（0.53) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
5/20（25.0％） 

達成事業者： 愛知製鋼(株)､大阪高級鋳
造鉄工(株)､新東工業(株)､ 
KYB-CADAC(株) 他１社 

５．セメント製造業 
目指すべき水準： 3,891 MJ/t以下 

平均値： 4,130MJ/t（4,108） 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

達成事業者： 

 
4/15（26.7％） 
麻生ｾﾒﾝﾄ(株)､住友大阪ｾﾒﾝﾄ
(株)、(株)ﾃﾞｲ･ｼｲ､電気化学工
業(株) 

６．洋紙製造業 

目指すべき水準： 8,532 MJ/t以下 

平均： 13,999 MJ/t(14,464) 
達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
5/21（23.8％） 

達成事業者： (株)ｴｺﾍﾟｰﾊﾟｰJP､王子製紙(株)､
北越紀州製紙(株)､中越パルプ
工業(株) 他１社 

７．板紙製造業 

目指すべき水準： 4,944 MJ/t以下 

平均： 8,734 MJ/t（8,723) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
4/29（13.8％） 

達成事業者： いわき大王製紙(株)､(株)ｴｺﾍﾟｰ
ﾊﾟｰJP､大豊製紙(株)､特種東海
製紙(株) 

８．石油精製業 

目指すべき水準： 0.876以下 

平均： 0.934（0.946) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
2/13（15.4％） 

達成事業者： 東亜石油(株)､東燃ゼネ
ラル石油(株) 

９．石油化学系基礎製品製造業 

目指すべき水準： 11.9 GJ/t以下 

平均： 12.6 GJ/t（12.5) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
1/9（11.1％） 

達成事業者： 東燃化学(同) 

１０．ソーダ工業 

目指すべき水準： 3.45 GJ/t以下 

平均： 3.58 GJ/t（3.59) 

達成事業者数／ 
報告事業者数： 

 
6/20（30.0％） 

達成事業者： 鹿島電解(株)､(株)ｶﾈｶ､
信越化学工業(株)､住友
化学(株)､東北東ｿｰ化学
(株)､(株)ﾄｸﾔﾏ 

 平成２０年度の省エネ法改正により、特定業種（セクター）ごとに、事業者の省エネ状況を業種
ごとに比較できるベンチマーク指標を導入している。 

 全部で６業種１０分野の事業者に対し報告を求め、ベンチマーク指標の平均値、標準偏差、目
標水準（業界全体の１～２割が満たすことを想定）を達成した事業者の名前を公表している。 

４．電力供給業 
目指すべき水準： 

平均値： 
達成事業者数／ 
報告事業者数： 

達成事業者： 

100.3 ％以上 
99.2 ％（99.2％）  

 
2/11（18.2％） 
電源開発(株)､東北電力(株) 

注）達成事業者については公表に同意した事業者を五十音順に記載。 

ベンチマーク指標の状況 

13 



目指すべき水準を１とした場合の 
業種ごとの平均値の推移 

目指すべき水準達成率の推移 

注）平成２１年度の対象業種は、高炉による製造業、電炉による普通鋼製造業、電炉による特殊鋼製造業、電力供給業及びセメント製造業のみ。   

達成できなかった理由 
（平成２５年度） 

出所：平成26年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析調査等 

 対象事業者の指標の平均値は一部業種を除き横ばい又は改善傾向にある。 
 目指すべき水準を達成した事業者の比率は、一部業種を除き上昇しているとは言い難い。 
 目指すべき水準を改善できなかった理由については、生産量の減少や製品構成の変化、エネルギー種転換等を挙げたと

ころが多い。 

0.8
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1 製品要因

27%

2 原材料要因

1%

3 設備要因

20%

4 エネルギー源要

因

17%

5 外的要因

4%

6 経済的要因

1%

7 原単位計算方

法要因

10%

8 建物利用状況

要因

0%

9 建物本体・付帯

設備要因

0%

9 不明

20%

1A 高炉による製鉄業 0.531 kl/t以下

1B 電炉による普通鋼製造業 0.143 kl/t以下

1C 電炉による特殊鋼製造業 0.36 kl/t以下

2 電力供給業【熱効率標準化指数】 100.3 ％以上

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

3 セメント製造業 3891 MJ/t以下

4A 洋紙製造業 8532 MJ/t以下

4B 板紙製造業 4944 MJ/t以下

5 石油精製業 0.876 以下

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

6A 石油化学系基礎製品製造業 11.9 GJ/t以下

6B ソーダ工業 3.45 GJ/t以下

14 

ベンチマーク指標状況の推移 



ベンチマーク制度を活用して事業者全体の省エネ取組を評価する場合の論点 

 ベンチマーク制度は、対象業種において同業他社と省エネ取組の状況を比較できることから引き続き有効な評価手法だ
が、事業者が多種類の事業を行っている場合には、その事業者全体を評価できる制度となっていない。 

 そのため、ベンチマーク制度を活用した事業者全体の省エネ取組評価は、ベンチマーク対象事業がその事業者のエネル
ギー使用量の相当程度を占める主たる事業である場合に限るべきではないか。 

ベンチマーク対象事業での 
エネルギー使用量 

その他の事業での 
エネルギー使用量 

＜ベンチマーク制度＞ 
ベンチマーク対象事業でのエネルギー使用量に関してベンチマーク指
標を算出し、目指すべき水準の達成を努力目標としている。 

ベンチマーク制度の考え方 

＜エネルギー消費原単位＞ 
事業者のエネルギー使用量全体に関して、年平均１％低減を努力目標
としている。 

ベンチマーク 
対象事業 50％未満 50％以上 

75％未満 
75％以上 

100％未満 100％ 

高炉による 
製鉄業 

0 1 2 0 

電炉による 
普通鋼製造業 

0 1 17 13 

電炉による 
特殊鋼製造業 

3 3 9 4 

電気供給業 0 0 12 4 

セメント製造業 4 0 13 1 

洋紙製造業 3 1 11 2 

板紙製造業 4 2 12 10 

石油精製業 0 3 7 0 

石油化学系 
基礎製品製造業 

3 3 3 0 

ソーダ工業 7 5 8 1 

 ベンチマーク対象事業のエネルギー使用量が、事業者全体のエ
ネルギー使用量に占める割合は、業種毎に差がある状況。 

 平成２０年度法改正によって、省エネ法は工場・事業所単位の評
価から事業者単位での評価に移行し、エネルギー消費原単位につ
いても事業者全体で年平均１％低減を目指すこととしている。 
 一方で、ベンチマーク指標は、事業者が実施する特定の事業を
対象としているため、その他の事業の省エネ取組状況は評価対象
外となっている。 

ベンチマーク対象事業者の現状 

ベンチマーク対象事業（該当する産業分類※）のエネルギー使用量 
事業者全体のエネルギー使用量 

※日本標準産業分類の細分類ベース 

省エネ法に基づく平成２６年度提出（平成２５年度実績）分定期報告書より資源エネルギー庁作成 15 



 ベンチマーク制度を活用して事業者全体の省エネ取組を評価する場合の論点 

 中間的整理において、業務部門のベンチマーク制度の創設に向けた検討を行うとしたところ。 

 業務部門は産業部門と比較して、多角的に事業を行っている特徴があり、主たる事業ではない細部の事業にわたってベ
ンチマーク制度の対象としていくことについては、対象となるエネルギー使用量が小さいこと、事業規模の違いから同一
業種として括っての比較が困難なことなどから、業務部門のベンチマーク制度においては、主たる事業以外の事業の扱
いについては検討が必要。 

専業 
19% 

2事業 
25% 

3事業 
13% 

4事業 
13% 

5事業 
4% 

6事業 
11% 

8事業 
4% 

10事業以

上11% 

コンビニエンスストア（日本標準産業分類ベース）を行うとして定期
報告した事業者のうち、専業は２割程度であり、その他はコンビニ
エンスストアを含む複数の事業を行う事業者。１０種類以上の事業
を行う事業者も１割程度存在。 

業務部門の事業者が行う事業の種類 
（例：コンビニエンスストア） 

Ａ事業 

Ｂ事業 
Ｃ事業 

その他 
事業 

Ｄ事業 

複数の事業（Ａ事業、Ｂ事業、・・・、その他事業）を行う事業者につい
て、エネルギーを最も多く消費する主たる事業と、それ以外の事業に
分けた際、ベンチマーク対象として、どの規模の事業までを対象にす
べきかが今後の論点となり得る。 

主たる事業 主たる事業 
以外の事業 

主たる事業とそれ以外の事業に関する論点 

＜一つの事業者における事業別エネルギー使用量の模式図＞ 

省エネ法に基づく平成２６年度提出（平成２５年度実績）分定期報告書より資源エネルギー庁作成 16 



      省エネ補助金について（概要） 

 
 

○事業者の省エネ取組の推進及びエネルギーコスト高騰
対策の一環として、工場やオフィスなどの事業所への
省エネ設備の導入や省エネ改修にかかる費用の１／３
を補助。 

○省エネ設備投資を支援することにより、設備更新の際
に、省エネ効果の深掘りが実現するとともに、経済の
活性化にも繋がる。 

 

 

○事業活動を営むものであれば、業種・業態を問わず、
支援の対象。製造業、卸小売業のみならず、運輸や医
療、金融や農業など幅広く利用されている。 

○工場における複数年にわたる大規模な省エネ設備投資
にも利用される。エネルギーコスト高に苦しむ中小企
業の利用実績も５割程度を占める。 

事業の内容 補助対象設備のイメージ 

事業の概要 

工場 

建築物 

照明設備 

工業炉 

例：高効率照明（LED含む） 

変圧器 

給湯（高効率熱源） 

例：高効率ヒートポンプ 
   高効率ボイラ 
   コージェネ 

空調 

例：高効率空調 

その他 

例：冷蔵・冷凍設備 
      

例：高効率変圧器  

例：高性能工業炉  

事業の対象 

エネルギー使用合理化等事業者支援補助金（通称「省エネ補助金」）平成２７年度予算４１０億円 平成２６年度予算４１０億円 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度
補正 平成26年度 

５１％ ４９％ ４６％ ４７％ ４２％ 

＜中小企業の採択実績＞※全採択件数に占める割合 
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複数工場・事業者で連携した省エネの取組み 

 各業界の現状に即し、一つの工場や事業所を超えて、複数の工場や事業者の間で連携して生産工程の集
約化やユーティリティ設備の共有化によって、大幅な省エネの実現を目指す、以下のような取組事例が行わ
れており、潜在的なニーズが相当程度あると考えられる。 

事例①（株）神戸製鋼所 
 神戸製鉄所の上工程（国内最小規模の高炉）を廃棄し、加古川製鉄所に最新鋭設備を導入することで上工程を集約する予定。 

事例②：日立金属（株） 
 経営戦略、事業再編に伴い、航空機・エネルギー部材の圧延工程の一部につき、日立金属（株）の設備を廃棄し、MMCスーパーアロ

イ（株）に設備を集約・増強、及び溶解・鍛造・加工等の工程で相互に利用していく予定。 
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導入シス
テムの 
特徴 

 
 
 

（補助事業の目的及び内容） 
 環境行動計画に基づき、木質チップ/ＲＰＦ燃焼ボイラーを
導入し、現在使用しているＣ重油燃料の一部を木質チップ燃
料とRPFに代替することにより、Ｃ重油消費量を削減。また 、
バイオマス発電設備で発電した電力量により買電量を削減。 
 併せて、EMSを導入することにより、既設発電設備と導入す
るバイオマス発電設備のバランスを最適化し、買電量を更に削
減。  

特 徴 

①最適制御 
  各タービンの発電量及び排気量を操作変数、電力、各圧力に応じた蒸気、各ボイラの発生
蒸気などを制御する事で500kl以上の削減を行う。 
 
②R1Bのスートブロワー間欠制御 
  R1Bのスートブロワーの連続運転を間欠運転することでスチーム量の低減を図る。 
 
③電力デマンド制御 
  受電電力を積算し、時限終了時のデマンド予測を行い、デマンドを超えるおそれがあると判断
した場合、優先順位に応じて電力負荷の遮断を行う。 

消費電力量削減目標：2013年比-54.2％、投資回収：6.1年 

導 入 効 果 

FEMS導入事例 

製紙工場 

  既設発電設備とバイオマス発電設備の 
  バランスを最適化し電気使用量を削減 

 
 
 

事業所概要 

建物用途 工場 延床面積 69,858 ㎡ 

契約電力 27,000 kW  
（導入前） 

計測点数 電気6点、  
油4点、 
その他29点 

使用電力量 146,420  
kWh/年 

制御点数 電気8点、 
その他19点 

19 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
	



EMSにより換気設備の稼働を 
最適化し省エネを図る 

導入シス
テムの 
特徴 

 
 
 

（補助事業の目的及び内容） 
 現状稼働している輪転機を、印刷準備時間および損紙の発
生量が大幅に改善された輪転機へ更新することで、生産量を
下げることなく輪転機の設置台数が削減し、大幅な省エネル
ギーを実現する。 
 併せて、EMSの設置により換気設備の稼働時間を制限し、
無駄な稼働を抑えることで省エネルギーを実現する。  

印刷工場 

特 徴 

間欠制御運転 
換気設備に対して周期的に停止時間(緩和時間)を設け節電運転を図る。 
 
 
 

消費電力量削減目標：2013年比-14.3％、投資回収：43年 

導 入 効 果 

 
 

事業所概要 

建物用途 工場 延床面積 2,488 ㎡ 

契約電力 1,399  kW  
（導入前） 

計測点数 ガス8点 
その他49点 

使用電力量 7,083.0 
kWh/年 

制御点数 23 点 

FEMS導入事例 
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導入シス
テムの 
特徴 

 
 
 

（補助事業の目的及び内容） 
 事業場における主要エネルギーとなる、空調・照明において、
インバータ機器への変更またはLED化を行  
い、大幅な省エネルギーを図る。尚且つエネルギー管理システム
において、工場内の空調を自動制御し、更なるエネルギーの合
理化を図る。  

特 徴 

 
①電力デマンド制御 
  受電電力量を積算し、時限終了時のデマンド予測を行い、デマンド目標値を超える
おそれがあると判断した場合、優先順位に応じて電力負荷の遮断及び復帰を行う。対
象機器:空調機 
 
②間欠運転制御 
  空調機に対して周期的に停止時間(緩和時間)を設け節電運転を図る。対象機
器：空調機 
 

消費電力量削減目標：2013年比-11.5％、投資回収：27.6年 

導 入 効 果 

FEMS導入事例 

自動車部品工場 

EMSにより工場内の空調稼働を最適化し 
エネルギーの合理化を図る 

 
 

事業所概要 

建物用途 工場 延床面積 3,594.18  ㎡  

契約電力 356  kW  
（導入前） 

計測点数 21 点  

使用電力
量 

890.57 kWh/
年 

制御点数 18 点 
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（参考） 共同省エネルギー事業 

 「共同省エネルギー事業」は、事業者が他の者と共同でエネルギー使用の合理化を検討し実行すること。この事業の要件は
「他の者のエネルギーの使用の合理化の推進に寄与すること」及び「我が国全体のエネルギーの使用の合理化に資するこ
と」に該当すること。 

 「共同省エネルギー事業」に該当した場合、事業者は定期報告書にその取組状況に係る書類を添付の上、報告することがで
きる。また、定量化が可能な場合には、中立的な第三者の認証を受けた場合に限り、共同省エネルギー量についても報告す
ることができる。 

 
 
 
 
 事業者が共同省エネルギー量を報告した際、当該事業者が自らの省エネルギー努力を十分に行っているにもかかわらず、

エネルギー消費原単位が年平均１％以上低減できていなかったとしても、報告年度においてエネルギー消費原単位を年平
均１％以上低減する際に必要となるエネルギー削減量見合い以上の共同省エネルギー量を報告する場合は、その状況を国
として勘案・評価する。 

 J−クレジット制度及び国内クレジット制度により認証を受けたクレジット（省エネルギー分野のものに限る。）は、共同省エネル
ギー事業として定期報告書で報告することができる。 

共同省エネルギー事業の根拠法令 
省エネ法 
第８４条の２ 経済産業大臣は、この法律の施行に当たつては、我が国全体のエネルギーの使用の合理化等を図るために事業者が自主的に行う技

術の提供、助言、事業の連携等による他の者のエネルギーの使用の合理化等の促進に寄与する取組を促進するよう適切な配慮をするものとする。  
 
省エネ法施行規則 
第１８条の２  特定事業者等は、前条に掲げる事項の報告に併せて、経済産業大臣が定めるところにより、我が国全体のエネルギーの使用の合理

化を図るために当該特定事業者等が自主的に行う技術の提供、助言、事業の連携等による他の者のエネルギーの使用の合理化の促進に寄与す
る取組を報告することができる。 

共同省エネルギー量 当該事業が実施されなかった場合の 
エネルギー使用量 

当該事業が実施された場合の 
エネルギー使用量 ＝ － 
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    中小企業の省エネ対策 

【中小企業がこれまでに利用した支援策】 

【中小企業が今後活用したい支援策】 

【中小企業の今後の省エネへの取組意向】 

※出典：中小企業白書（2010年版） 

 中小企業の多くは、エネルギー使用量1,500kl/年以下であり、省エネ法の規制対象外である。 

 中小企業の今後の省エネへの取組意向は、潜在的には低くない。 

 今後活用したい支援策に関する中小企業向けアンケートでは、既に利用した支援策と比較し
て、情報提供（講習会・無料診断等）の割合が増えており、そのような支援策に対する期待が大
きい。 
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２７年度予算額：５５０，０００千円 
 中堅・中小事業者等に対し、省エネポテンシャル等の導出をはじめとした診断事業等を実施。これにより、工場
及びオフィスビル等における省エネルギーを促進する。 

 

◆事業の概要 

◆対象事業等 

◆実施スキーム 

経済産業省 
民間団体等 

（（一財）省エネルギーセンター 
 （一財）関西電気保安協会） 

工場 
事業場 

補助 
募集／派遣／報告書の送付 

申請／事前調査書 

省エネ・節電診断の概要 

（１）対象事業 
  工場及びオフィスビル等に対して、省エネルギー技術の導入の可能性の検討を含めた診断事業等を行うもの。 
 
（２）実施内容 
  産業・業務部門等の事業者から診断の申込及び事前調査書の提出を受け、対象工場等に派遣する専門員を選定し、専門員が現   
 地にて省エネ診断を実施。診断後、報告書を診断先へ送付。診断で得られたデータを統計的に分析し、説明会等を通じて省エネ 
 活動を促進する。 
 
（３）補助率 
   定額 
 
 

全国に５１０名の登録専門員（熱分野２４０名、  
電気分野２０２名、熱・電気分野６８名）H26.9現在 

①診断対象者 （９５０件程度に実施予定） 
省エネ診断：中小企業及び年間エネルギー使用量が一定規模以上の工場・事業場 
       （年間エネルギー使用量１，５００ｋｌ～１００ｋｌ） 

節電診断［２４年度～］：中小企業及び高圧または特別高圧（契約電力 50kW以上）     
       の需要家（省エネ法の第一種、第二種エネルギー管理指定工場は除く。） 
②診断費用   無料 

※平成１６年度以来、平成２６年度までに９，０００件以上の診断を実施。 

24 



省エネ・節電診断の実績 

※１：工場、事業場とも実施済み量、実施検討中量はアンケート調査によるため、非回答部分は推計値。 
※２：省エネ率＝（省エネ診断で提案された年間省エネ量の合計）/（受診事業所等の年間エネルギー使用量） 
※３：提案量は投資回収年数5年未満のもの。 
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省エネ量[kl/年] 省エネ率[%] 

18,994 17,897 
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7.6 
6.8 

6.4 
6.8 

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

7.5

9.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

工場 実施検討中省エネ量 実施済省エネ量 

提案量 省エネ率 

16,357 
14,656 

16,147 

9,461 

7.1 
7.7 7.5 

8.1 

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

7.5

9.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

事業場 実施検討中省エネ量 実施済省エネ量 
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 平成２６年度より、情報発信機能を強化。インターネットサイト、説明会への講師派遣、パンフ
レット等のツールを用いて、優良事例やその他有益な情報等を広く紹介し、直接の診断受診先
以外の事業者の省エネ意欲を掘り起こし、自主的な省エネ活動を普及・啓発。 

 また、補助金等の他の支援策の情報を提供し、更なる省エネ対策をアドバイス。 

インターネットを通じたベストプラクティスの共有 

（ポータルサイトへの診断レポートの掲載） 

パンフレットを通じ直接消費者に省エネの取組紹介 

   ＜ 電力の見える化＞ 

＜中小企業向け 
 省エネ事例＞ 

 ポータルサイトにおいて「省エネ提案事例」等を掲載。身近な事例を紹介
し、事業者の省エネ活動を啓発。利用状況は右肩上がり。 

  商工会議所や日本公庫、信用金庫、地方銀行等の金融
機関と連携し、無料診断のＰＲや事業者の省エネに関する理
解を促すためのパンフレットを配付。 

 ※金融機関職員が企業訪問の際にパンフレットを用いて説明する取組
が行われている。 
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 

訪問 
件数（件） 約2,700 約6,800 約7,700 

ページ
ビュー（回） 

約14,000 約31,000 約32,000 

※平成26年度は9月18日までの実績。 
※訪問件数は、shindan-net.jpへの訪問数。 
※ページビューは、同サイトの診断申込や事例等の 
   各ページへのアクセス数。 

（月平均利用状況） 

（配付パンフレットの例） 

診断結果の活用 

0
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15000
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25000

30000
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平均利用回数 訪問

ページビュー
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製造業 業種別平均提案省エネ量・省エネ率 

※平成21年度～平成25年度の提案省エネ量、省エネ率の平均。 27 



利子補給補助金について 

＜利子補給事例＞ 

• 金属加工機の更新（融資額3億円） 省エネ率11.8%  省エネ量264kl/年 

• 自動車部品製造設備の更新（融資額100億円）  

   事業所ごとに省エネ率1.3～4.2%  省エネ量合計1834kl/年 

• ボイラーの更新（融資額2億2百万円） 省エネ率1.1%  省エネ量149kl/年 

• 熱交換器の更新（融資額1億4千万円） 省エネ率10.5%  省エネ量115kl/年 

• プレス機の更新（融資額2億6千万円） 省エネ率5.5%  省エネ量46.8kl/年 

 

 

トップランナー機器…複合機、ＰＣ、空調、自販機、車両など 

その他・・・ボイラー、コークス炉、コジェネ、産業ガス製造設備、空調、照明、建屋断熱、プレスなど 

国 
民間 

事業者等 
定額 

（利子補給金1.0%以内） 

民間 
金融機関等 

貸付 

民間団体等 

返済 

補助 

 省エネルギー設備の導入やトップランナー機器の設置を行う事業者に対し、民間金融機関等か
ら受けた必要な資金の貸付の利子補給を実施。 

 地域金融機関等と連携し、省エネに積極的に取り組む地域の中小・中堅企業の省エネ投資を
支援。 

◆指定金融機関等数の推移 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

７行 ９行 ２２行 

日本政策投資銀行 
みずほコーポレート 

 銀行 
三井住友銀行 

三菱東京ＵＦＪ銀行 
みずほ銀行 

日本政策金融公庫 
沖縄振興開発公庫 

日本政策投資銀行 
みずほコーポレート 

 銀行 
三井住友銀行 

三菱東京ＵＦＪ銀行 
みずほ銀行 
りそな銀行 
静岡銀行 
百五銀行 

沖縄振興開発公庫 

広島銀行 
群馬銀行 
滋賀銀行 
東和銀行 
北洋銀行 
百五銀行 
中国銀行 

八十二銀行 
日本政策投資銀行 

栃木銀行 
みずほ銀行 
りそな銀行 
静岡銀行 

三菱東京ＵＦＪ銀行 
商工組合中央金庫 

横浜銀行 
三井住友信託銀行 

足利銀行 
三井住友銀行 
埼玉りそな銀行 

第四銀行 
沖縄振興開発公庫 

＜事業スキーム＞ 

＜これまでの実績＞ 



省エネルギー相談地域プラットフォーム運営事務局 

• 地域の中小企業等の省エネや節電等のニーズに 応えるべく、地域毎にきめ細かな省エネ支援を行う「省エネルギー相談
地域プラットフォーム（PF）」の構築を目指す。 

• 地域プラットフォームの中核を担う補助対象事業者は、当該地域にて中小企業等の省エネに関する相談窓口となり、必要
に応じて専門家（省エネ関連、その他経営関連）を紹介・マッチングし、中小企業等の省エネルギーに係る取組を推進する。 
 

「省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」の事業イメージ 

PF 

PF PF 

PF 

PF 

補助対象事業者 
 

地方自治体 
商工会議所、商工会 
業界団体 等 

省エネルギー相談地域プラットフォームの中核を担
う補助対象事業者は、中小企業等に必要な省エネ
ルギー等に関する支援を見極め、アドバイスや専門
家とのマッチング等を行う。 

PF 

省エネルギー相談 
地域プラットフォーム（PF） 

金融機関 
省エネ 
専門家 

経営 
専門家 

補助対象 
事業者 

連  携 

省エネ？ 

中小企業・ 
個人事業主 

事業イメージ 

（参考）省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業について 
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省エネルギー相談地域プラットフォーム運営事務局 

• 省エネルギー相談地域プラットフォームは、省エネに関する現状把握（省エネ診断の案内等）を入り口として、省エネル
ギーに関する取組の計画（Ｐｌａｎ）、取組の実施（Ｄｏ）、取組の確認検証（Ｃｈｅｃｋ）取組の計画見直し（Ａｃｔｉｏｎ）の各段階で、
中小企業等をきめ細やかに支援する。 

プラットフォームの役割 

Plan 
計画 

Do 
実行 

Check 
評価 

Act 
改善 

計画の見直し支援 等 

省エネの計画の策定支援 等 

設備更新計画の策定支援 
補助金、融資制度等の案内 等 

フォローアップ 等 

【省エネルギー相談地域プラットフォーム補助対象経費】 
専門家謝金・旅費、職員旅費、臨時職員雇用経費 等 
 （注１）人件費及び「省エネルギー対策導入促進事業費補助金」で実施する「省エネ・節電無 
   料診断」にかかる費用は補助対象外 
 （注２）地域プラットフォーム自身の営業活動および営利活動となる経費は補助対象外 

省エネ 
ＰＤＣＡ 
サイクル 

省エネ実施例の紹介 
省エネ診断の案内、利用支援 等 

１）省エネルギーに関する現状把握、情報整備 
 省エネルギーに関する診断の案内 
 省エネルギー実施事例の紹介、社員教育 等 

 
２）省エネルギーに関する取組の計画（Ｐｌａｎ） 
 中小企業等の実態を踏まえた具体的な省エネ

ルギーの計画の策定支援 等 
 

３）省エネルギーに関する取組の実施（Ｄｏ） 
 省エネルギーの計画に基づく設備更新計画の

策定支援 
 省エネルギーに関する補助金および融資制度

等の案内 等 
 

４）省エネルギーに関する取組の確認検証 
（Ｃｈｅｃｋ） 
 進捗状況の確認、フォローアップ 
 省エネルギー効果の検証 等 

 
５）省エネルギーに関する取組の計画見直し
（Ａｃｔｉｏｎ） 
 省エネルギーの計画の見直し支援 等 

補助対象となる事業 
（PFがコーディネートする業務） 

PFの役割 

（参考）省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業について 
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